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 都は、平成22（2010）年度から環境確保条例に基づき、大規模事業所に対する「温室効果ガス排出

総量削減義務と排出量取引制度」により、都内の温室効果ガス排出量の確実な削減を進めております。 

令和4年1月末日に第二計画期間の義務履行期限を迎え、全ての対象事業所が第二計画期間の総量削

減義務を達成しましたので、お知らせします。 
 

■制度の概要 

 本制度では、対象事業所にCO２排出量の総量削減を義務付けています。 

対象事業所：約1,200事業所（年間のエネルギー使用量が原油換算で1,500kL以上の事業所） 

 対象事業所は自らの省エネ対策等によって削減するほか、排出量取引を活用して他の事業所の削減

量（クレジット)等を取得して義務を履行することができます。 
 

 期間 義務履行期限 削減義務率 

第一計画期間 平成22（2010）～平成26（2014）年度 平成28（2016）年9月末日 8％又は6％ 

第二計画期間 平成27（2015）～令和元（2019）年度 令和４（2022）年１月末日※１ 17％又は15％ 

第三計画期間 令和２（2020）～令和６（2024）年度 令和８（2026）年9月末日 27％又は25％ 
 
※１ 新型コロナウイルス感染症まん延防止のための措置として、2020年度地球温暖化対策計画書（2019年度の排出量実

績等）の提出期限を延期したことなどにより、当該義務履行期限を4か月延期 

 

■第二計画期間の義務履行状況 
 

✔ 第一計画期間に続き、省エネ対策への積極的な取組等により大幅な削減を継続 

✔ 対象事業所の85％が自らの対策によって削減義務を達成 

✔ 残りの15％の対象事業所もクレジット等を活用して削減義務を履行 
 
 
 
                        義務履行に活用されたクレジット等の内訳※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※２ 義務履行に活用されたクレジット等の合計（785.7千

ｔ-CO２）と削減義務量に不足した量（739.3千ｔ- 

CO２）は、不足した削減義務量分より多くクレジット等

を充当し義務履行した事業所があるため一致しない。 

※３ 東京都は埼玉県と当該制度に関する連携協定を締結し

ており、両都県における相互のクレジット取引を可能とし

ている。 

クレジット等の種別 千ｔ-CO2 割合 

超過削減量 698.6  88.9% 

都内中小クレジット ‐ ‐ 

再エネクレジット 25.6  3.3% 

都外クレジット 6.4  0.8% 

埼玉連携クレジット※３ 39.9  5.1% 

その他ガス削減量 15.2  1.9% 

合計 785.7  100% 

 【東京都 キャップ＆トレード制度】 

第二計画期間において全ての対象事業所がCO2総量削減義務を達成しました 

～ 第二計画期間も削減対策に取り組み大幅削減を実現 ～ 

＜第二計画期間の削減義務達成状況＞ 



 
 
 
 
 
 取引の相手先 

同一法人・グループ企業内での取引を行った事業所が一番多く約６割、直接取引を行った事

業所は約１割、仲介事業者を利用して取引を行った事業所は約３割で、第一計画期間の排出量

取引の状況と同程度の割合 
 

 クレジットの査定価格※（令和２（2020）年12月時点） 

超過削減量  180 ～ 900円／t-CO2 
     

 ※ 市場参加者を対象にしたヒアリング調査によって収集された情報を基に、標準的な取引の価格として推定した

もの 
 

 

 
 
 
 
 
 
＜第二計画期間の総ＣＯ２排出量の推移＞

※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※ 当該制度の実績やクレジットの査定価格等は、東京都ホームページで公表しています。 

〈制度実績の公表〉 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/data/index.html 

〈排出量取引制度〉 

 https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/trade/index.html 

〈第一計画期間の削減実績と義務履行について〉 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/data/index.files/candtpuresusiryouhonnbun.pdf 

 

 

 
 
 

 

 

 

本件は、「『未来の東京』戦略」に係る事業です。 

戦略14 ゼロエミッション東京戦略 「ゼロエミッションエナジープロジェクト」 

 

「『未来の東京』戦略」事業 

 第二計画期間を通じて高い削減レベルを継続 

※１ 令和３（2021）年10月末

時点での集計値 

 

※２ 基準排出量は、事業者が選択

した2002年度から2007年

度までのいずれか連続する３か

年度排出量の平均値（電気等の

排出係数は第二計画期間の値で

算定） 

参考資料 
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■制度の削減実績 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/data/index.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/trade/index.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/data/index.files/candtpuresusiryouhonnbun.pdf

